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要  旨 

 

現在採用されている防波堤の支持力照査法は，捨石マウンドが防波堤ケーソンを面的に支持してい

るという仮定のもとに構築されたものである．しかしながら，近年の載荷実験により，捨石マウンド

による荷重支持は極めて離散的であることが明らかとなっている．この事実は防波堤の支持力照査法

の合理化に向けた検討の必要性を示すものである．そこで本研究では，捨石マウンド内での荷重伝達

機構や捨石マウンドを構成している捨石の載荷に伴う変形特性を評価するため，模型載荷実験を行い，

捨石マウンドに発生している応力特性および捨石マウンドの変形特性を明らかにした．さらに，今後

の支持力照査法の構築のために，2次元個別要素法による再現解析を実施した． 
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Synopsis 
The design method of bearing capacity of rubble foundations for breakwaters were constructed assuming 

a linear distributed load support system by rubble foundations. Recent experimental study, however, 

revealed that load support system by rubble foundations were inhomogeneous and discrete. The fact 

suggests the necessity to establish more rational design method of bearing capacity for breakwaters. In this 

study, we conducted series of loading tests in order to evaluate the load distribution characteristic inside 

rubble foundations and deformation characteristic of rubble in accordance with the increase of the load. We 

furthermore conducted two-dimensional distinct element analyses to simulate the result of experiments. 
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(a) Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Case2 

図-5 荷重と変位の時刻歴 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Case2 

図-6 基礎地盤下部土圧分布 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 (a) Case1，載荷前 (b) Case1，載荷後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (c) Case2，載荷前 (d) Case2，載荷後 

 

 

 

 

 

図-7 捨石マウンド標高分布 
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(a) Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) Case2 

 

 

図-9 感圧シート応力分布 
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なお実験時に用いた厚さ 10mm の摩擦増大マットについ

ては，その効果として，載荷ブロックと捨石マウンドとの

摩擦係数を 0.7 とすることで考慮しているが，マット自体

の変形特性についてはモデル化しなかった． 

クレーンで吊り下げた載荷ブロックをジャッキを介し

て人力で下降させることにより 10 段階に鉛直載荷した

Case1 を，シミュレーションでは，載荷ブロックモデルの

総重量を５段階に増加させることにより再現した．一方，

鉛直載荷と水平載荷を段階的に繰り返すCase2については，

実験の２倍の荷重間隔で応力制御により載荷した． 

表-2 に示した転がり摩擦角 6) の値は，マウンドモデル

の変形強度特性と密接な関係があり重要である．本研究で

は，宮田ら 4) 5)の実験を対象にシミュレーション検討を行

い，実験結果を良好に再現するパラメータフィッティング 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

によりこの転がり摩擦角を定めた． 

図-16 に宮田らの実験模型の断面図とパラメータフィッ

ティングのためのシミュレーションモデルを示す．このモ

デルを用いて転がり摩擦角についてパラメトリックにシ

ミュレーションを実施した結果，転がり摩擦角を 16.1°と

したとき，実験において得られた鉛直荷重と載荷ブロック

の沈下量との関係を図-17 に示すように良好に再現するこ

とができた． 

b)シミュレーション結果 

Case1 における，ブロックの鉛直荷重-鉛直変位関係を図

-18 に示す．実験の原波形には，ゴムマットの変形とマウ

ンド表面の不陸へのなじみが含まれているので，マウンド

本体および地盤部分の変形特性を示すため，図のグラフは

これらについて補正して示している．まず，ゴムマット変 

－1.00kN～ 
－0.75kN～1.00kN 
－0.50kN～0.75kN 
－0.25kN～0.50kN 
－   ～0.25kN 

(a) 自重 10%載荷時 

(b) 自重 100%載荷時 

図-19 要素間法線方向力分布（応力柱の発達） 
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形の補正として，沈下量の最大値が，実験前後に計測した

マウンド表面の標高差 5.8mm に一致するよう全体的に縮

尺をかけた．次に，ブロックの自重の 10%に対応する荷重

に対する変形 3.7mm が，マウンド表面の不陸のなじみで

あったとして，この時の座標を基点として実験のグラフを

表示した．グラフの切片は，ブロックの自重の 10%に対応

する荷重である．シミュレーションでは，ブロックの自重

の 10%の荷重を作用させて初期状態を作成しているので，

図-18 では，これに対応する切片からグラフが始まってい

る．すなわち，シミュレーションにおいてもブロックの自

重の 10%に対応する鉛直荷重分の不陸へのなじみがあっ

たと仮定して比較している．両者は概ね対応している．実

験のグラフとしての特徴は，下に凸の関数になっている点

であり，シミュレーションにおいてもこの傾向が現れてい

る． 

図-19 に Case1 に対するシミュレーションにおける要素

間の法線方向力分布を示す．図(a)は自重の 10%載荷時，図

(b)は自重の 100%載荷時のそれを示す．これらは，要素間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の接触力のうち半径方向の力について，その大きさで色分

けした線分を用いて表したものである．線分の両端は両要

素の中心である．青色や濃い紫および赤色の線分は，相対

的に大きな力を伝達する接点を示しており，これらはブロ

ックとの接点を基点として選択的に連なりツリー状の構

造になっている様子がみてとれる．このようなツリーの幹

や枝にあたる力の連なりを「応力柱」と呼ぶ．ツリーの幹

に当たる青色の応力柱は，鉛直下方に卓越しており，マウ

ンド内部では，ブロックを支えるための有利な構造が自然

発生的に形成されることがわかる．自重の 10%載荷時では,

ツリーとブロックとの接点が 2～3 箇所であったのが，自

重 100%載荷時には，10 箇所以上に増加し，青色の応力柱

も著しく増加している．粒状体を軸圧縮した場合，図-18

のようにグラフ形状が下に凸となる原因として，①粒子間

接触面積が増大すること，②マウンドの支持構造が変化す

ること，の２つが考えられるが，本シミュレーションでは，

①を考慮していない．したがって，このシミュレーション

においては，マウンドの支持構造の変化に伴って，ブロッ 

H1 H2 VE VW 

H3 (a) ケース１(荷重傾斜率 H/V=0.0) 
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－0.50kN～0.75kN 
－0.25kN～0.50kN 
－   ～0.25kN 

H1 H2 VE VW 

H3 (b) ケース２(荷重傾斜率 H/V=0.6) 

図-20 載荷条件によって異なる応力柱のパターン 
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i) H1(マウンド表層から 10cm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ii) H2(マウンド底部) 

(a) Case1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

i) H1(マウンド表層から 10cm) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ii) H2(マウンド底部) 

(b) Case2 

図-21 応力の分布に関する実験とシミュレーションの比較（左：実験，右：シミュレーション） 
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クを支える方向の剛性が増大するため，図-18 のグラフ形

状が下に凸になると考えられる．このことは，同様のグ

ラフ形状を示す実験においても，マウンド内にシミュレ

ーションで観察されるような構造変化が発生しているこ

とを示唆する． 

図-20 に Case1 と Case2 の応力柱のパターンについて，

載荷ブロック底部近傍を拡大して比較する．ブロックに

鉛直方向下向きの荷重(自重)しか作用していない Case1

においては，Case2 に比べてブロック下部の領域に一様に

応力柱が分布しており，応力柱の卓越する方向は鉛直下

方である．一方，荷重の傾斜している Case2 においては，

応力柱の分布がブロック下部右方に偏っており，応力柱

の卓越する方向も載荷方向である右方に傾いている． 

図-21(a)に Case1 における，感圧紙から求めた実験の

水平面内応力分布と，シミュレーションとの比較を示す．

応力値は，実験とシミュレーションとの不整合を除外す

るため，平均応力値σaで無次元化している．また，実験

結果は，解像度 5mm の生データを用いており，さらに，

応力最大値から総荷重の 20%に相当する応力までを示し

ている．ここで，総荷重の 20%に相当する応力とは，各

応力にメッシュ面積（25mm2）を乗じた各メッシュ荷重

を降順に並べ替え，最大荷重からの累積荷重が総荷重の

20%に達するメッシュの応力を意味する．マウンドでは，

応力柱のなす網目状のパターンを明瞭に観察できるが，

接点数が多い砂地盤においては，荷重分担が平均化され，

図の応力区分による色分けでは応力柱をなす接点とそう

でない接点のコントラストが明瞭でなくなっている． 

シミュレーションにおける応力は，実験の計測面 H1 お

よび H2 に相当する面を図-20 のように設定し，これらの

面を横切る法線方向接触力を 3cm の間隔で合計し，応力

値に換算したものである．同様に，Case2 における感圧紙

から求めた実験の水平面内応力分布と，シミュレーショ

ンとの比較を図-21(b)に示す． 

これらの図から，実験およびシミュレーションの両者

ともに，マウンド内の応力分布特性として，次の特徴が挙

げられる． 

①Case1 においては，載荷ブロック近傍の水平面内応力

分布では，応力の集中が極めて離散的であり，個々の応力

が大きい．これに対して，深度の大きい位置の水平面内応

力分布では，応力集中点が著しく増加している．これに応

じて個々の応力は小さくなっている． 

②Case2 においても，載荷ブロック近傍の水平面内応力

分布では，応力の集中が極めて離散的であり，個々の応力

が大きい．一方，深度の大きい水平面内応力分布では，載 

荷ブロック右方に，応力集中点が偏っている． 

このような特徴は，図-20 に示した応力柱の分布パター

ンと対応する結果となっていることがわかる． 

応力の空間分布特性を詳細に把握するべく，自己相関係

数と相関距離の検討を試みたが，応力値のばらつきが大き

くかつ，低応力値に相関係数が支配されるため，明確な特

性を得ることができなかった．そこで，応力の極大値を抽

出し，極大値間距離の比較を行った（図-22）．図は，応

力極大値の上位 5 点（σmax,1～σmax,5，ただし実験結果に

ついては感圧シートを 2 列配置したため計 10 点）を抽出

し，着目する応力極大値σmax,iとそれ以下の 5 点の応力極

大値（σmax,i+1～σmax,i+5）との比の平均値と，その間の距

離の平均値をプロットしたものである．すなわち，応力極
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図-22 応力極大値間距離の比較 
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図-23 応力最大値に対する非超過確率の比較 
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大値間の平均的な距離を表している．図より，特に実験結

果について，上層のマウンド内（H1）で応力間距離が長く，

下層のマウンド下端（H2）で応力間距離が短くなる傾向が

明確に見受けられる．さらに，Case1 よりも Case2 の方が

応力間距離が短くなっており，これは波浪時の偏心傾斜荷

重によって応力極大値が集中していることを表している．

シミュレーション結果も概ね同様な傾向にある． 

図-23 は，応力最大値に対する各応力度の非超過確率を

比較したものである．水平軸は応力最大値で除して正規化

してある．実験，シミュレーションともに，下層のマウン

ド下端（H2）の方が非超過確率 1.0 に至るまでの勾配が緩

やかであり，これは広範囲にわたって高応力が発生してい

ることを表している． 

以上のことから，捨石マウンドの荷重支持は，上層の離

散的な点支持から，下層の面支持へと支持構造が変化して

おり，シミュレーションはこれを再現していると言える． 

 

3.2 マウンド変形特性把握実験 

a)実験のモデル化 

実験のモデル化は，応力実験のシミュレーションと同様

に行った．ブロック底面の金網による摩擦増大の効果を表

すため，ブロック底辺の摩擦係数を 0.7 とした．シミュレ

ーションに用いた材料定数も表-2，表-3 に示したものと同

値である．載荷ブロックをマウンドに設置した水平載荷前

の状態を，まず，ブロック底面で観測される鉛直方向の反

力が，ブロックの自重に見合うレベルまで載荷ブロック

(多角形要素)を下方へ強制変位させた後，安定するまで放

置することでモデル化した．  

実験では，ブロック基部に治具を設置して手動のウィン

チを用いて，2kN/m の荷重増分で牽引することにより，ブ

ロックへの水平載荷を行った．シミュレーションでは，こ

れをブロックモデルの右下隅部の円要素に水平荷重を加

える方法で実施した．計算時間を節約するため荷重増分速

度を 6kN/m/s とし，ブロック底面で観測される水平方向の

反力が 42kN/m(H/V=0.7)に達するまで連続的に増加させた． 

b)シミュレーション結果 

実験とシミュレーションにおけるブロックに作用する

水平荷重（シミュレーションは，ブロックがマウンドから

受ける抗力）とブロックの水平変位の関係を図-24 に示す．

実験では荷重増分毎に各種計測作業を行うので，次の載荷

を行うまでのクリープによって波形に節がついている．荷

重傾斜率が 0.6 に達するまでに生じたシミュレーションに

おけるブロックの水平変位は 16mm(図中にマークしたポ

イント)であり，実験におけるそれは 20mm であった．変

位量に 20%の差異が生じているが，このポイントまで両曲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-24 荷重-変位関係の比較 

 

線はその形状において対応していると言える． 

シミュレーションでは，荷重傾斜率が 0.6 を超えると急

激に水平変位が増大している．これは，実験において，水

平変位が 30mm 越えたあたりで１荷重増分あたりの水平

変位が著しく大きくなる状況と対応しており,シミュレー

ションおよび実験ともに，荷重傾斜率が 0.6 を超えると系

の変形に対する抵抗力が著しく損なわれる変化が生じる

ことを示している．シミュレーションでは，荷重傾斜率が

0.6 に達する以前では実験に比べて水平変位が小さく，こ

れを超えると急激に変位が増大する理由として，シミュレ

ーションの載荷速度が実験よりかなり大きいことが影響

していると考えられる．載荷速度の影響の評価は今後の課

題としたい． 

実験終了時における，マウンド側壁に設置したターゲッ

トとシミュレーションモデルのそれに対応する位置の要

素変形状況を図-25 に比較する．実験では，載荷ブロック

右下隅部近傍のマウンドに大変形が発生しており，マウン

ド表面は盛り上がるように変形している．シミュレーショ

ンはこのような状況を良好に再現している．図-26 に，シ

ミュレーションにおける荷重傾斜率 0.6 から 0.7 の載荷の

間に発生した要素の変位ベクトル分布を示す．本シミュレ

ーションは要素数が非常に多いために変位ベクトルが重

なってしまい，濃淡として視認されるが，濃く見える部分

が変位ベクトルの値が大きい部分である．図より，変位の

大きな要素の分布は，図-25 の盛り上がったマウンド表面

と対応した位置にあることが分かる．なお，原地盤部分も

濃く見えるが，これは要素の数が多いためであり，変位ベ

クトルの値自体は大きいものではない．荷重傾斜率が 0.6

を超えると系の変形に対する抵抗力が著しく損なわれ水

平変位が増大することと，載荷ブロック右下隅部近傍のマ

ウンドが局所的に破壊することとは密接に関係している

ことが分かる．図-27 に，シミュレーションにおける荷重

傾斜率 0.6 から 0.7 の載荷の間に発生したせん断ひずみ分 
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布を示す．マウンドに見られる支持力破壊の形態は，マウ

ンドから砂地盤を通過する円弧状の破壊面に沿って，剛体

ブロックがすべるモードではなく，載荷ブロック右下隅部

近傍のマウンドの局所破壊であることを示唆している． 

 

４．支持力破壊のメカニズム 

 

載荷ブロック右下隅部近傍のマウンドの局所破壊と全

体の変形との関係を調べるため，３．で実施したシミュレ

ーションについて，局所破壊する小領域を図-28 に示すよ

うに抽出し，a 面と c 面に作用する応力（σ1a，σ1c）や変

位および a 面と c 面間の見かけの軸ひずみ（ε1）を算出し

た．σ1aは，抽出した小領域の左端にある要素に領域外か

ら作用する荷重を合計し，左端の領域面積で除して得た．

σ1cも同様に小領域の右端にある要素を対象として算出し

た．ε1は，初期に左端にあった要素のｘ座標を平均して a

面のｘ座標とし，初期に右端にあった要素のｘ座標を平均

して c 面のｘ座標として算出した． 

図-29(a)に，σ1aおよびσ1cとε1の関係を示す．σ1aは，

ひずみ１％付近でピークに達した後，25%程度レベルを下

げている．図-29(b)に示すように，σ1aのピークをつけた

時点に対応する時間(図の●印)以降 a 面と c 面との距離が

急速に縮小しており，この小領域においては，この時点で

これ以上の変形に対してσ1 方向の抵抗力を失ったと言え

る．これを小領域の破壊と呼ぶことにする．小領域のピー

クの位置は，図-24 の荷重傾斜 0.6 のポイントにあたり， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-25 マウンド変形状況の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-26 変位ベクトル分布（荷重傾斜率 0.6～0.7 の増分） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-27 せん断ひずみ分布（荷重傾斜率 0.6～0.7 の増分 
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小領域の破壊とブロックの水平変位が急激に増大する転

換点とは対応していることが分かる． 

したがって，この実験におけるマウンドの支持力破壊は，

載荷ブロック右下隅部近傍のマウンドの局所破壊によっ

て生じると結論できる． 

 

５．まとめ 
 

マウンド内に感圧シートを敷設し，まず，静穏時に相当

する荷重を載荷ブロックを介してマウンドに載荷し，マウ

ンド内に発生する応力分布を観察した．その結果，ブロッ

ク近傍においては，その分布が極めて離散的であり，大き

な応力が発生しているが，マウンド－砂層境界部では，応

力集中点が増加した分，応力のレベルは小さくなっており，

さらに，砂層内部では，ほとんど一様の応力分布になって

いることが分かった．この状況を，ブロック底版に接触す

る数点で支えている荷重が，下方へと伝達されるうち枝分

かれして，ツリー構造になっている結果として説明できる 

 

 

ことが個別要素法を用いた数値シミュレーションによっ

て示された．次に，波力作用時に相当する荷重を載荷した

実験における水平面内応力分布では，荷重を作用させた方

向に，応力集中点が偏って分布しており，ブロックが変位

する側の鉛直面内にも，応力集中点が発生することがわか

った．この状況を，荷重の作用方向に，マウンド内の支持

構造が再構築された結果として説明できることがシミュ

レーションによって示された． 

マウンドの支持力破壊の実験では，載荷ブロック右下隅

部（ブロックの変位する方向のつま先に当たる角）近傍の

マウンドが局所的に変形し，表面では盛り上がるような形

状を示していた．この破壊形態は，簡易ビショップ法で用

いられる円弧すべりとは全く異なるものである．実験にお

ける載荷ブロックの水平変位は，荷重傾斜率 0.6～0.7 付近

で顕著になった． 

一方，シミュレーションでは，載荷ブロックの水平変位

が，荷重傾斜率 0.6 で顕著になった．シミュレーションを

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-28 小領域の抽出 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 応力-ひずみ関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) a 面および c 面の水平変位 

 

図-29 局所破壊と全体変形 
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分析した結果，このとき，載荷ブロック右下隅部近傍のマ

ウンド内で局所的な破壊が発生するため，それ以上の水平

変位に抵抗する能力を失うことが分かった． 

以上のことから本研究で，①マウンドの支持力破壊は，

砂層地盤をも包含する大規模な円弧すべりではなく，マウ

ンドのブロックの変位する方向の隅部近傍の局所的な破

壊であること，②防波堤マウンドに構築される支持構造と

その破壊形態は粒状体の特徴であり，個別要素法はこのよ

うな現象について，定量的にも良好に再現できること，が

示された． 

マウンドの支持力破壊が，円弧すべりでなく局所破壊で

あることは，今後の支持力設計法の構築にあたって，ポイ

ントとなる概念であると考えている．これが普遍的な現象

であることを示すために，別の断面による検討 7)も実施し

ている．今後は，破壊メカニズムと調和的な防波堤の支持

力破壊に関する設計法構築に向けてさらに検討を進める

予定である． 

本研究で用いた個別要素法のシミュレーションには，京

都大学澤田教授の開発した DEMS を改良して用いた． 

（2008年２月14日受付） 
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